
交付金事業の担当課室 福祉保健部児童家庭課

交付金事業の評価課室 企画政策部ふるさと創生課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 保育士等89名 365,861,130

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 671,399,000 626,779,000 475,288,000

うち文部科学省分 391,493,000 391,667,000 291,765,000

総事業費 885,828,023 868,862,743 591,519,113

うち経済産業省分 279,906,000 235,112,000 183,523,000

交付金事業の総事業費等 28年度 29年度 30年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 28年度 29年度

924

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

1,032
達成度 ％ 96.3% 98.5% 97.9%

30年度

対象保育士等の雇用量
（雇用人数(人)×雇用期間(月)）

活動実績 人月 901 910 1,010
活動見込 人月 936

事業期間の設定理由 第６次敦賀市総合計画　後期基本計画の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成３０年度

待機児童数
０人

直近３ヵ年の実
績より算出

成果実績 人 0
目標値 人 0
達成度 % 100.0%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－

番号 措置名 交付金事業の名称

1-1 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 公共施設維持運営事業（保育園）

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第６次敦賀市総合計画　後期基本計画（平成28年度～令和2年度）
　第１章　ぬくもりに満ちたまちづくり
　　　　第１節　子育て支援の充実
　　　（１）子育て環境の基盤整備

事業開始年度 平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和２年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市蓬莱町　ほか10件

交付金事業の概要
敦賀市内保育園の保育士等の人件費に充当。（11園・保育士等89名）
敦賀市には平成30年2月1日現在で957人の入所児童がいますが、保護者が安心して就労できる保育サービスの提供に不可欠な保育士等
の確保のため、交付金を活用しています。

公共施設維持運営事業の総額を掲載



交付金事業の担当課室 教育委員会事務局生涯学習課

交付金事業の評価課室 企画政策部ふるさと創生課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 公民館職員6名 25,054,343

交付金事業の契約の概要

交付金充当額

うち文部科学省分

総事業費

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費等 28年度 29年度 30年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 28年度 29年度

48

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

48
達成度 ％ 64.3% 100.0% 150.0%

30年度

公民館職員の雇用量
（雇用人数(人)×雇用期間(月)）

活動実績 人月 54 48 72
活動見込 人月 84

事業期間の設定理由 第６次敦賀市総合計画　後期基本計画の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成３０年度

生涯学習施設の
利用者数
130,000人

第６次敦賀市総
合計画後期基本

計画に掲載

成果実績 人 134,652
目標値 人 130,000
達成度 % 103.6%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－

番号 措置名 交付金事業の名称

1-2 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 公共施設維持運営事業（公民館）

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第６次敦賀市総合計画　後期基本計画（平成28年度～令和2年度）
　第５章　心豊かな人を育むまちづくり
　　　　第２節　社会教育の活性化
　　　（１）多機能性を活かした地域づくり拠点の形成
　目標：生涯学習施設（生涯学習センター及び公民館）の利用者数　130,000人（令和2年度）

事業開始年度 平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和２年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市五幡　ほか5件

交付金事業の概要
公民館職員の人件費に充当。（6館・6名）
公民館は、地域活動や生涯学習推進の拠点として多様な役割を果たしています。館運営や地域活動支援を担う職員の確保のため、交付
金を活用しています。

１－１に掲載



交付金事業の担当課室 市民生活部環境廃棄物対策課清掃センター

交付金事業の評価課室 企画政策部ふるさと創生課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 清掃センター職員7名 34,702,768

交付金事業の契約の概要

交付金充当額

うち文部科学省分

総事業費

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費等 28年度 29年度 30年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 28年度 29年度

96

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

96
達成度 ％ 100.0% 100.0% 87.5%

30年度

清掃センター職員の雇用量
（雇用人数(人)×雇用期間(月)）

活動実績 人月 96 96 84
活動見込 人月 96

事業期間の設定理由 第６次敦賀市総合計画　後期基本計画の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成３０年度

ゴミ処理量
23,000トン

直近３ヵ年の実
績より算出

成果実績 トン 23,172
目標値 トン 23,000
達成度 % 100.7%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－

番号 措置名 交付金事業の名称
1-3 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 公共施設維持運営事業（清掃センター）

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第６次敦賀市総合計画　後期基本計画（平成28年度～令和2年度）
　第２章　豊かさに満ちたまちづくり
　　　　第４節　循環型社会の形成と環境の保全
　　　（１）循環型社会の形成

事業開始年度 平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和２年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市櫛川

交付金事業の概要
清掃センター職員の人件費に充当。（職員7名）
近年の生活様式の多様化により、ゴミ量の増大やダイオキシン等の問題が生じています。敦賀市は、ダイオキシン類対策やリサイクル施
設が整備された清掃センターを保有・運営しており、施設運営を適切に行うために必要な職員の確保のため、交付金を活用しています。

１－１に掲載



交付金事業の担当課室 福祉保険部健康推進課

交付金事業の評価課室 企画政策部ふるさと創生課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 健康センター職員13名 51,033,747

交付金事業の契約の概要

交付金充当額

うち文部科学省分

総事業費

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費等 28年度 29年度 30年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 28年度 29年度

132

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

180
達成度 ％ 83.3% 100.0% 90.0%

30年度

健康センター職員の雇用量
（雇用人数(人)×雇用期間(月)）

活動実績 人月 120 132 162
活動見込 人月 144

事業期間の設定理由 第６次敦賀市総合計画　後期基本計画の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成３０年度

大腸がん検診受
診者数
5,000人

第６次敦賀市総
合計画後期基本

計画に掲載

成果実績 人 4,286
目標値 人 5,000
達成度 % 85.7%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－

番号 措置名 交付金事業の名称
1-4 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 公共施設維持運営事業（健康センター）

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第６次敦賀市総合計画　後期基本計画（平成28年度～令和2年度）
　第１章　ぬくもりに満ちたまちづくり
　　　　第３節　健康づくりの推進と地域医療体制の強化
　　　（１）生涯にわたる健康づくりの推進
　目標：自分の健康のために行動できる市民の増加（大腸がん検診受診者数）
　　　　5,000人（令和2年度）

事業開始年度 平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和２年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市中央町

交付金事業の概要
健康センター職員の人件費に充当。（職員13名）
市民の健康の保持増進を図り、公衆衛生の向上に寄与することを目的とした施設です。近年は健康寿命の延伸・健康意識の高揚を図るこ
とを重視し、その積極的な普及・啓発活動に必要な職員の確保のため、交付金を活用しています。

１－１に掲載



交付金事業の担当課室 教育委員会事務局教育総務課

交付金事業の評価課室 企画政策部ふるさと創生課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 調理員15名 68,711,820

交付金事業の契約の概要

交付金充当額

うち文部科学省分

総事業費

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費等 28年度 29年度 30年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 28年度 29年度

228

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

180
達成度 ％ 121.1% 78.1% 98.9%

30年度

調理員の雇用量
（雇用人数(人)×雇用期間(月)）

活動実績 人月 218 178 178
活動見込 人月 180

事業期間の設定理由 第６次敦賀市総合計画　後期基本計画の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成３０年度

食中毒・アレル
ギー事故発生数

０件

直近３ヵ年の実
績より算出

成果実績 件 0
目標値 件 0
達成度 % 100.0%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－

番号 措置名 交付金事業の名称

1-5 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 公共施設維持運営事業（学校給食）

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第６次敦賀市総合計画　後期基本計画（平成28年度～令和2年度）
　第５章　心豊かな人を育むまちづくり
　　　　第１節　人材育成の充実
　　　（２）義務教育の充実

事業開始年度 平成２８年度 事業終了（予定）年度 令和２年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市清水町　ほか9件

交付金事業の概要

自校式により調理を行う、市内小中学校の調理員の人件費に充当。（小学校7校、中学校3校、調理員15名）
敦賀市では、11校で1日2,625人（うち交付金対象校は10校で1日2,525人）の生徒・児童の給食を自校式で調理しています。子どもたちに
安全安心な給食を提供するためには、安全衛生管理・アレルギーを持つ児童・生徒への対応等、経験豊富な正規調理員の配属が必要であ
り、その人件費に交付金を活用しています。

１－１に掲載



交付金事業の担当課室 教育委員会事務局学校教育課

交付金事業の評価課室 企画政策部ふるさと創生課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 教諭8名 38,608,145

交付金事業の契約の概要

交付金充当額

うち文部科学省分

総事業費

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費等 28年度 29年度 30年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 28年度 29年度

132

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

120
達成度 ％ － 72.7% 80.0%

30年度

幼稚園教諭の雇用量
（雇用人数(人)×雇用期間(月)）

活動実績 人月 － 96 96
活動見込 人月 －

事業期間の設定理由 第６次敦賀市総合計画　後期基本計画の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成３０年度

幼稚園児数
120人

第６次敦賀市総
合計画後期基本

計画に掲載

成果実績 人 73
目標値 人 120
達成度 % 60.8%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－

番号 措置名 交付金事業の名称
1-6 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 公共施設維持運営事業（幼稚園）

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第６次敦賀市総合計画　後期基本計画（平成28年度～令和2年度）
　第５章　心豊かな人を育むまちづくり
　　　　第１節　人材育成の充実
　　　（１）幼稚園教育の充実
　目標：幼稚園児数 120人（令和2年度）

事業開始年度 平成２９年度 事業終了（予定）年度 令和２年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市曙町　ほか1件

交付金事業の概要
幼稚園教諭の人件費に充当。（2園、教諭8名）
敦賀市内の公立幼稚園は2園で、平成30年2月1日現在87人の幼児が通園しています。安全に留意しつつ、教育内容の一層の充実化を図るに
は、十分な正規教諭の確保が必要であり、その人件費に交付金を活用しています。

１－１に掲載



交付金事業の担当課室 教育委員会事務局スポーツ振興課総合運動公園

交付金事業の評価課室 企画政策部ふるさと創生課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
人件費 雇用 総合運動公園職員2名 7,547,160

交付金事業の契約の概要

交付金充当額

うち文部科学省分

総事業費

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費等 28年度 29年度 30年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 28年度 29年度

36

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

24
達成度 ％ － 66.7% 100.0%

30年度

総合運動公園職員の雇用量
（雇用人数(人)×雇用期間(月)）

活動実績 人月 － 24 24
活動見込 人月 －

事業期間の設定理由 第６次敦賀市総合計画　後期基本計画の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成３０年度

総合運動公園施
設利用者数
240,000人

直近３ヵ年の実
績より算出

成果実績 人 183,415
目標値 人 240,000
達成度 % 76.4%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後毎年度評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－

番号 措置名 交付金事業の名称
1-7 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 公共施設維持運営事業（総合運動公園）

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第６次敦賀市総合計画　後期基本計画（平成28年度～令和2年度）
　第５章　心豊かな人を育むまちづくり
　　　　第３節　スポーツの振興
　　　（３）健康づくりとしてのスポーツの振興

事業開始年度 平成２９年度 事業終了（予定）年度 令和２年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 敦賀市
交付金事業実施場所 敦賀市沓見

交付金事業の概要
総合運動公園職員の人件費に充当。（職員2名）
総合運動公園は、スポーツの振興及び運動による健康増進を図るために整備された施設です。施設の保守管理や貸館等の利用者対応を適
切に行うために必要な職員の人件費に交付金を活用しています。

１－１に掲載


